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1. は じ め に
一般に財政責任を負わない地域への財政移転はその地域の効率的な財政運営が保障されな
いと指摘されている｡ なぜなら放漫な財政運営によってその地域が財政危機に陥ると中央政
府による事後的財政支援 (bail-out) がなされることを経験的に認識しているからである｡ こ
のように中央政府からの財政支援に対する期待が地方政府に事後的な予算修正を考慮した財
政運営を誘発させるという意味で，このような問題をソフトな予算制約 (soft budget con-
straint) 問題と言い，Kornai (1979, 1980, 1986) によって提唱された1)｡
地方分権がソフトな予算制約問題を発生させやすい環境かについては韓国や日本でも数多
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要約
本稿の目的は地方分権下で地方政府の公共財に対する過度な財政支出に対し，中
央政府がどのように対応したほうが望ましいかについて理論的に検討することであ
る｡ 具体的に，人口規模が異なる２地域によって構成されるある経済を想定し，地
方公共財を最適資源配分を実現する水準を超えて過大供給する地域に対して中央政
府が事後的にその超過分を補助するか，また補助するならその対象を該当するすべ
ての地域にするかあるいは一部の地域のみにするかについて社会厚生の観点から比
較分析することによって中央政府の望ましい政策のあり方について検討する｡
本稿の主要結果としては，先行研究と同様にすべての地域にハードな予算制約を
適用するとき社会厚生が最大になり，このとき実現される社会厚生は最適資源配分
を達成させることである｡ ただし，このような結果が常に成り立つのではなく，場
合によっては一部地域にはソフトな予算制約を導入したほうがむしろ社会厚生を改
善できるということを示せたのが本稿の貢献であろう｡ 本稿で導いたこの例外的な
結果は次の条件を満たすときに成立する｡ すなわち，ソフトな予算制約を適用する
地域の相対的人口規模が十分大きく，なお公共財の相対価格が一定の範囲内に存在
することがその条件である｡
JEL Classification : D61, H41, H72
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1) ソフトな予算制約に関する理論的サーベイは赤井 (2006) によってよくまとめられている｡
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くの研究がなされてきている｡ Oh (2008) は韓国の地方財政が税収の不均衡のために中央政
府に対する依存度が高く，これが地方政府の自立性と責任性を阻害することをあげ，韓国が
ソフトな予算制約問題が起こりやすい環境であるとみなしている｡ また彼はその事例として
全国各地の地方空港の建設をあげている｡ 具体的な運営計画がなくても国土海洋部2) の支援
で一旦空港が建設されれば以後持続的に中央政府の支援が受けられるという期待が無分別な
空港建設を推進させて結果的に納税を通じて全国民にその負担を負わせることになると指摘
している｡ 菊重鎬 (2007) は韓国のほうが日本に比べて地方債収入への依存度が相当低く，
なお地方税と税外収入という自主財源が歳入に占める比重が大きい点からみて日本よりソフ
トな予算制約問題が起こりにくい環境に見えるが，手数料や使用料のような本来の税外収入
よりはそのほとんどが移転財源である繰越金 (carry-over) が収入の大部分を占めているこ
とから同じく韓国の場合でもソフトな予算制約問題が発生していることを明らかにしている｡
また， 全相京 (2006) は同問題に関する韓国の事例として政治的な目的に伴う補助金の獲
得，2002年アジア大会，2005年 APEC首脳会議誘致のような無理な公約事業，地方債の発
行と財政漏出，情報の非対称性による財政運営の透明性の不足，地方自治体の財政規模を度
外視した庁舎建設，財政自立性の制約による責任制の欠如などをあげている｡
一方，日本でも地方分権とソフトな予算制約に対する多くの実証分析と事例研究がされて
いる｡ 例えば，井堀 (2010) はソフトな予算制約の結果，過度な公共投資が GDP成長の沈
滞に繋がったことを挙げ，90年代の日本の不況を説明している｡ またこのような問題が発生
したもっとも大きな原因として地方の利益団体の活発なロビー活動を通じた政治的圧力によ
るソフトな予算制約の拡大をあげている｡ 宮崎 (2010) は1985年から2002年までの日本の都
道府県の統計を用いて検証した結果，小学校校費，中学校校費，衛生費に対してその乖離率
が大きい都道府県に有利になるように補正係数が改訂されることによって補正係数の都道府
県格差が拡大された点と結果的に効率的な地方団体の補正を縮小させた点をあげ，補正係数
の決定にソフトな予算制約が存在することを示している｡
ソフトな予算制約の概念は当初社会主義経済体制における重要な誘引問題を説明するため
の一つの知的道具として認識されたが3)，以降様々な分野の研究に影響を与えており，地方
財政理論でも多く応用されてきた｡ 特に，地方財政理論の観点から見るとソフトな予算制約
は財政責任の存在と大きく関連されていることがわかる｡ 例えば，赤井・佐藤・山下
(2003) は日本の市町村の統計を用いて地方交付税が公共財を効率的に供給しようとする地
方政府の努力を妨げる誘引を提供することを示している｡ 井堀 (2010) は地方分権化の促進
に当たってソフトな予算制約が存在する限り，中央から地方に税源移譲を行なっても実質的
な効果がなく交付税を通じたソフトな予算制約の改革が健全な地方分権を実現するのに必要
だと主張している｡ また，菊重鎬 (2007) は韓国と日本の地方財政構造の比較分析を通じて
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2) 日本の場合，国土交通省｡
3) 全相京 (2006)
たとえその構造に差異はあるものの両国共にソフトな予算制約問題が存在することを明らか
にしている｡
一方, ソフト予算制約問題を地方財政理論に適用した先行研究としてはまず Qian and
Roland (1998) が挙げられる｡ 彼らは中央集権化の下では地方政府がモラルハザードを引き
起こす可能性が高いためソフトな予算制約が生じるが, 地方分権化による地域間競争はハー
ドな予算制約を実現することを示している。Goodspeed (2002) は 2 期間モデルを導入して
地方政府の借り入れと中央政府の補助金との関係について分析し, 国税による補助金は全地
域の住民にその負担を負わせることになるために第 1期で地方政府の借り入れを抑制させる
効果があると議論している。また Sas (2014) は政治経済のフレームワークを利用して, 有
権者は効率的な水準を超える借り入れを通じて公共財を供給する候補を選好し, 豊かな財政
支援 (bail-out) が実現されるように戦略的な投票行為を実行することを示している。
中央政府と地方政府の間でのソフトな予算制約問題は普通同質的な地域を想定している一
方 (Wildasin, 1997 ; Caplan et al., 2000 ; Goodspeed, 2002)，Akai and Sato (2005) と Facchini
and Testa (2008) は異質な地域を対象にした分析をなされている｡ 特に，Facchini and Testa
(2008) はブラジルの事例を挙げながら 2 期間モデルを用いて地域間で差別化された財政支
援の有効性について分析し, 中央政府がすべての地域に対して財政支援を行なう能力がない
場合には相対的に人口規模が大きい地域を支援したほうが有効な政策になることを議論して
いる。多くの文献が中央と地方政府の間での財政支援問題に焦点を当てているため, 彼らの
ように中央政府がすべての地域を支援することができないことも生じうる点についてはあま
り注目していないのが現状である。
本稿の目的は地方分権下で地方政府の公共財への過度な財政支出に対して中央政府がどの
ように対応したほうが望ましいかについて理論的に検討することである｡ 具体的に，
Facchini and Testa (2008) と同様に人口規模が異なる 2地域によって構成されるある経済を
想定するが，彼らと違って中央政府の財源不足は考慮しないことにする｡ この想定の下で，
地方公共財を最適資源配分を実現する水準を超えて過大供給する地域に対して中央政府が事
後的にその超過分を補助するか，また補助するならその対象を該当するすべての地域にする
かあるいは一部の地域のみにするかについて社会厚生の観点から比較・分析することによっ
て中央政府の望ましい政策のあり方について検討する｡
本稿の構成は次の通りである｡ まず，第 2節では本稿での分析のベースとなる基本モデル
を導入する｡ 第 3節では，本稿で想定している各ケースにおける市場均衡を求め，それらを
もとに第 4節で社会厚生の比較分析を行い，どのようなケースが望ましいか検討する｡ 最後
に第 5節では本稿で得られた結果をまとめた上，今後の課題について述べることにする｡
2. モ デ ル
2 つの地域 で構成されているある経済を想定する｡ 地域には 名の人口が居
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住しており，経済内の総人口は名で一定であると仮定する ｡ また住民 1人
当たり所得はで地域と関係なく一定である｡ 各地域住民は私的財を消費し，この財の
価格は 1 とする｡ すなわち財はニュメレール財 (numeraire good) である｡ 一方，この経
済には 1つの中央政府と地域別にそれぞれ 1つの地方政府が存在しており，中央政府は両地
域の住民から徴収した租税 (国税) を財源に純粋公共財を供給し，各地方政府は当該
地域住民から徴収した租税 (地方税) を財源にその地域に地方公共財を供給する4)｡ こ
のとき，各公共財の価格は相対価格とする｡
各住民は以上の から効用を得ており，効用関数は Facchini and Testa (2008) に従
い，次のような準線形関数 (quasi-linear function) で定義する｡
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本節ではまずベンチマークとして最適資源配分の条件を検討する5)｡ 地域の人口がで
あるため，地域住民の効用の合計を社会厚生 
として定義すれば経済全体の社会厚生，

 は 

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になる｡ よって，最適資源配分問題は次のように与えられる｡
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上の最大化問題の 1階条件を使って最適解を求めると次のようになる｡
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( 2 )式と( 3 )式より，もし各公共財の供給のための財源を租税で充当するならば最適租税
は次のように与えられる｡
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( 4 )式を使えば私的財の最適消費量は次のように求められる｡
 
本稿では各地域の人口，を外生変数として扱っているが，もし人口の地域間最適配分
まで考慮するなら両地域住民の効用水準が一致しなければならない 		｡ ( 2 )式と( 5 )
式からわかるようにとが人口規模に関係なく決まるので両地域の効用水準が一致する
ためには( 3 )式で にならなければならない｡ このことは が最適な人口配分
になることを意味する｡
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4) 本稿では便宜上地方公共財の間での外部性は存在しないとする｡
5) ここで, 最適資源配分とは初期状態でのパレート最適配分を意味し, 地方政府による地方公共財の
超過供給とそれに伴う中央政府の財政支援問題を考慮していない状態を想定する｡
3. 市 場 均 衡
前節では中央集権の下での最適資源配分条件から最適解を求めたが，本節では地方分権化
を前提に中央政府の予算支援が各地方政府の行動にどのような影響を与えるかについて検討
する｡ 一般に地方政府は当該地域の住民から徴収する地方税を財源に地方公共財の供給水準
を決定するがこのとき最適水準より高い水準で供給し，不足した財源については中央政府の
財政支援 (bail-out) に依存する傾向がある｡ Kornai (1979, 1980, 1986) が主張したソフトな
予算制約はこのような地方政府の行動を指摘したもので，地方政府の財政破綻に直面した中
央政府が結局地方の財政赤字を支援するしかないと読み込んだ地方政府は地方公共財を過大
供給する誘引をもつことになる｡ もし中央政府が追加的な財政支援 (bail-out) を実行しない
とコミットし，これが地方政府によって信頼されるなら地方政府は最適供給水準を維持しよ
うと努力するはずである｡
一方，中央政府がソフトな予算制約を認め，財政支援を行なう場合でも，すべての地域を
支援するかまたは一部地域のみを支援するかについても検討が必要である｡ このときどの地
域を対象にするかについての基準は様々であろうが，本稿では Facchini and Testa (2008) と
同様に人口数による都市規模をもって判断することにする｡ よって，本稿では便宜上地域 1
の人口規模が地域 2の人口規模より大きい と仮定した上で次の 4つのケースを考
える｡ すなわち，地域 1 , 2 に対して (SBC, SBC), (HBC, HBC), (SBC, HBC), (HBC, SBC)
のケースについて検討し，それぞれの社会厚生を比較，どのようなケースがもっとも望まし
いかについて考える6)｡
各地方政府は公共財の供給に当たって最適供給水準に該当する財源は地方税で賄い，それ
を超過する部分に対しては借り入れ  を通じて充当する｡ したがって，各地域の公共財
の供給費用は となり，供給水準は次のようになる｡




中央政府が SBCを選択するなら，に該当する財源が追加的に必要となり，これは
租税によって賄うと仮定する｡ 地方政府の立場から見ると，当該地域の公共財の供給水準を
増加させる場合中央政府から受けられる財政支援の一部は追加的租税を通じてその地域が負
担する一方，一部は他地域から徴収した租税に依存することになるため，借り入れを通じて
自地域の公共財の供給水準を拡大する十分な誘引をもつ｡ これは他地域も同様であるため，
結局地方公共財の供給は中央政府の政策を制約条件とする非協力ゲームになりがちである｡
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6) SBCはソフトな予算制約, HBCはハードな予算制約をそれぞれ意味する。また, 以下各ケースは
次のような上添え字で区分する；(SS), (HH), (SH), (HS)｡
3.1 (SBC, SBC) のケース
ここでは，中央政府が両地域の借り入れに対してそのすべてを支援するケースを想定する｡
地方分権化の下で中央政府は( 4 )と異なり，次のような国税を選択する｡
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各地域で最適な供給水準	
を超えて供給される公共財の供給費用
は( 7 )式の国税によっ
て賄われるため，各地域住民の私的財の消費量は次のように求められる｡


	







	




よって，( 2 ),( 3 ),( 8 )式を用いると地方政府の問題は次のように与えられる｡
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この問題の 1階条件は次の通りである｡
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上の式の右辺第 1項は自地域公共財の追加的供給による限界費用 (租税負担の増加分) を
指し，第 2項は公共財供給の増加による住民の限界便益 (効用水準の増加分) を指す｡ すな
わち，上の条件は，各地方政府が公共財の追加的供給によって生じる限界便益と限界費用が
一致する水準でその供給水準を決定することを意味する｡ また，最大化問題の 1階条件を用
いて各地域の
を次のように求められる｡
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( 9 )式からは 2点の意味深いことがわかる｡ まず，中央政府が財政支援を行なう場合の市場
均衡では，人口規模が小さい地域ほどより過大な公共財を供給することである｡ 直感的に考
えると，自地域の超過供給に伴う費用を国税で賄うということはその費用負担の一部を他地
域に転嫁させる結果となり，人口規模が小さいほど有利になるからである｡ 2 つ目は，公共
財の超過供給水準を決定する際に地方政府は他地域の決定に依存しないことがわかる｡
命題 1
(SBS, SBC) の下では人口規模が小さい地域ほど地方公共財の超過供給水準が大きくなる｡

3.2 (HBC, HBC) のケース
ここでは，中央政府がハードな予算制約を堅持する場合を想定する｡ 中央政府が最適水準
を超えて支出を行なう地方に対して財政支援をまったく行なわないとすれば，国税は純粋公
共財の供給費用 の分だけ徴収すれば良い｡ 1 人あたりの国税負担，は次のよう
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に与えられる｡



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一方，各地方は中央政府からの財政支援がないため，公共財を超過供給する場合その費用
は地域内で賄わなければならない｡ そのためには地方税の負担が増えるので消費可能な私的
財の量はその分だけ減少する｡ したがって，均衡における私的財の消費量は次のように与え
られる｡
	

		
	





		
	

(10), (11)式を( 1 )式の効用関数に代入して効用最大化を実現する	を求めれば次のよう
になる｡
	 
すなわち，中央政府からの財政支援がない場合，自己負担で地方公共財の供給量を最適水
準以上に供給すればむしろその地域の社会厚生が減少するため，両地域はそれぞれ最適資源
配分を実現する供給量を選択することになる｡ このことは中央政府の HBCに対するコミッ
トが地方政府によって信頼される場合，均衡における地方公共財の供給水準は最適水準を実
現するというソフトな予算制約に関する多くの先行研究の結果と合致する｡
3.3 (SBC, HBC) のケース
以上では，中央政府が両地域に対し，共に SBCか HBCを適用した場合を調べてみたが，
Facchini and Testa (2008) が提示したようにもし中央政府がある 1つの地域のみを支援する
場合も考えてみる必要がある7)｡
まず，人口規模が大きい地域 1 のみに SBCを適用するのであれば住民 1 人当たりの国税
の負担は次のようになる｡




(13)式を用いて，前と同様なプロセスを経て均衡解を求めれば次のような結果が得られる｡
























また，(14),(15)式を利用して効用最大化問題を解けば，均衡における	は次のように与
えられる｡
ソフトな予算制約と非対称的な財政支援 53
7) Facchini and Testa (2008) は中央政府がすべての地域を補助する十分な財源を持っていないことを
想定している点で本稿のモデルとは若干異なる｡





  
(16)式は Case (S, S) の結果である( 9 )式と一致する｡ なぜならば，Case (S, S) と同様
に各地方政府がを決定するに当たって他地域の決定に依存せず，ただ自地域の限界費用
と限界便益との関係のみを考慮して決定するからである｡
命題 2
(SBS, HBC) の下で，財政支援を受けられる地域は他地域の超過供給に対する費用負担を
しないにもかかわらず， になるように公共財の供給水準を決める｡
3.4 (HBC, SBC) のケース
中央政府が人口規模が相対的に小さい地域のみに財政支援を行なう場合の均衡解は前項と
対称的になる｡ まず，中央政府が徴収する国税の水準は次のようになる｡

	
	


前と同様なプロセスで均衡における私的財の消費量を求めると次のように与えられる｡

	


	



	






	





	
さらに，(18)，(19)式を利用して効用最大化を実現するを求めれば次のようになる｡





  
4. 社会厚生の比較
本節では前節で求めた各ケースにおける均衡解を用いて社会厚生を求めた後，これらを互
いに比較することによって中央政府の望ましい政策のあり方について検討する｡ 社会厚生関
数は前述で定義したように 	であるため，各均衡解を( 1 )式に代入して求めれ
ば次のように与えられる｡

	



	
		


 
	




	



		




	


		


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ここで，は全人口から地域 1 の人口が占める割合を指す ｡ 社会厚生を比較
する際には人口水準より人口比率を利用したほうがもっと便利になるため，本節では
これを使用する8)｡ 3.2項で確認したように中央政府が HBCを選択し，各地方政府がこれを
元に意思決定を行なう場合における均衡解は最適解と一致するため，(22)式でわかるように
社会厚生水準も互いに一致する  ｡
一方，(21)－(24)式からわかるように各ケースにおける社会厚生関数の右辺の第 1項は同
じであるため，第 2項の分子の大きさで互いに比較が可能であり，これは公共財の相対価格
と人口比率に依存して決まることがわかる｡ (21)式の右辺の分子第 1項と第 2項，(23)
式の右辺の分子第 1項，そして(24)式の右辺の分子第 1項をそれぞれ と定義すれ
ば次のような関係が得られる｡
	 
	 

	 	

の場合，上の式の符号はの大きさによって決まる｡ ＜表 1＞はの範
囲内で の変化が(25)－(27)式の符号の決定に及ぼす効果をまとめたものである｡


は両地域の人口がほぼ同じである場合を指しており，

はほとんどの人
口が地域 1 に集中している場合を指す｡ ＜表 1＞からわかるようにの大きさに関係なく
が常に成り立つ｡ これを(22)－(24)式に適用すれば 					
が常に成立することがわかる｡
(22)式からわかるように case (H, H) で実現される社会厚生水準は最適資源配分を実現す
る社会厚生水準と一致する｡ このことは，(25)－(27)式の が正である限り，
4 つのケースの内，がもっとも高い水準の社会厚生を実現することも意味する｡ ただ
し，＜表 1＞でみるように を除けば 	がもっとも高い厚生水準を表しているが，
もしが負であるならば 	が成立することもある｡ ＜表 1＞と同様に一定
なの値を与えながらの変化を調べてみると図 1のように表すことができる｡
図 1 からわかるようにの値が十分大きい場合，公共財の相対価格が一定範囲内にあ
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＜表１＞ の変化が(25)－(27)式の符号決定に及ぼす効果


 	

 


   
 


if not



if not
   
8) を仮定したため，になる｡
ればが負となり，が成立する｡ すなわち，社会的にみて HBCのみが最
善ではなく公共財の供給費用 (相対価格) の大きさによっては部分的に SBCを導入するこ
とがむしろ社会厚生を高めることができる9)｡
命題 3
(1) 中央政府が地方の財政支出に対して追加的財政支援を行う場合，相対的に人口規模が大
きい地域にのみ支援したとき社会厚生が最大になる｡
(2) 支援対象地域の人口比率が十分大きい場合，中央政府がすべての地域に HBCを適用す
るよりはその地域には SBCを適用すれば社会厚生はむしろ改善される公共財の相対価
格の範囲が存在する｡
5. お わ り に
Kornai (1979, 1980, 1986) がソフトな予算制約の概念を提唱して以来，多くの文献で地方
分権下での地方政府の非効率的な財政運営がこの概念を用いて分析されてきた｡ 先行研究の
主な結論は中央政府による事後的財政支援 (bail-out) がなされる限り地方政府が効率的財政
運営に努める誘因を相殺させてしまうためにハードな予算制約 (hard budget constraint) を
通じてこのような誘因を維持させていくのが望ましいということである｡ ほとんどの実証分
析も事後的財政支援を行うソフトな予算制約問題が生じる要因を探すのに重点を置いている
と言える｡ 勿論，Besfamille and Lockwood (2004) が指摘したように効率的財政運営のため
の努力費用が事後的財政支援費用より相対的に大きい場合にはむしろソフトな予算制約のほ
うが望ましいかもしれないが，前者の結果が関連研究の主流を成している｡
本稿では，人口規模が異なる 2地域で構成されているある経済を想定し，各地域に最適資
源配分を実現させる地方公共財の供給水準を超える供給を借り入れを通じて行った場合，中
央政府が増税によって確保した財源でこれら地域に対して財政支援を行うのが望ましいかに
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9) が負になるの領域は＜表 1＞の 2番目の行の条件と一致する｡
図１ の変化がに及ぼす効果
 


 


 


0.8
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0.4
0.2
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0.05
p
0.00002
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p
p
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1.20.2 0.4 0.6 0.8 1
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ついて検討した｡ 本研究の基本的な動機は既存の先行研究から大きく離れていないが，本稿
は非対称的な 2地域に対して中央政府が一括な財政支援を行うよりも地域によって差別化さ
れた政策を施行することを想定し，果たしてそのような政策が社会的に望ましいかについて
検討したことで既存の研究と差別される｡
本稿の主要結果としては，先行研究と同様にすべての地域にハードな予算制約を適用する
とき社会厚生が最大になり，このとき実現される社会厚生は最適資源配分を達成させること
である｡ ただし，このような結果が常に成り立つのではなく，場合によっては一部地域には
ソフトな予算制約を導入したほうがむしろ社会厚生を改善できるということを示せたのが本
稿の貢献であろう｡ 本稿で導いたこの例外的な結果は次の条件を満たすときに成立する｡ す
なわち，ソフトな予算制約を適用する地域の相対的人口規模が十分大きく，なお公共財の相
対価格が一定の範囲内に存在することがその条件である｡
本稿では，各地域の人口規模を外生変数として扱っているが，長期的にはより高い効用水
準を得るために住民の地域間移動がなされることが十分予想できることである｡ もし，中央
政府の財政支援に関する政策が地域間効用水準の格差をもたらすのであれば長期的に人口移
動が起こり，これは政策の効果にも変化をもたらすことになる｡ この問題についての分析は
今後の課題とする｡
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Soft Budget Constraint and Asymmetric Bail- out
LEE Woo Hyung
In this paper, we investigate the behavior of central government for the excess fiscal expendi-
ture of local governments. We assume an economy composed with 2 regions varying in popula-
tion size. The central government has 2 options when local government decides on borrowing for
the over-providing local public goods ; to bail out or not.
The main results are as follows. Even though the hard budget constraint by central govern-
ment attains the highest level of social welfare, this general belief is not supported under some
conditions. That is, applying soft budget constraint to a certain region might improve the social
welfare rather than the case of hard budget constraint. The conditions are that the region should
have relatively large population size and the relative price of public goods should be a certain
range.
李友炯氏の報告をめぐる討論
本報告の意義
バブル崩壊以降, 日本は景気回復のための様々な公共事業を行ってきたものの, その効果
は極めて小さく, 巨額な財政赤字を抱えることとなってしまった。その要因の 1つとして,
本報告でも取り上げられたソフトな予算制約, すなわち裁量的な補助金等を通じた事後的な
予算制約により, 各自治体が一種の財政錯覚を起こして, 必要以上の公共事業を行ったこと
が考えられる。肥大化した公共部門を改善させる 1つの政策提案として, ここで議論される
地方分権が挙げられよう。そのため, 本報告は韓国だけでなく日本の地方財政を考えるうえ
でも, 大変重要で興味深い内容であり, 今後の活躍がとても期待される。
本報告の概要
地方分権下で地方公共財の過度な支出に対して, 中央政府がいかに対応すべきなのかを理
論的に検証している。具体的には, 人口規模に応じて, ハードな予算制約とソフトな予算制
約が適用された場合に分けて, 非常に丹念な厚生分析が行われている。
本報告の貢献
従来の先行研究では, すべての地域にハードな予算制約の適用を行うことで, 生産要素が
効率的に配分され, 社会的厚生が改善されるという考え方が中心であった。それに対して,
本報告では人口の多い地域にはハードではなく, むしろソフトな予算制約を適用した方が厚
生は改善されるという独創的な見解であった。もっとも, この見解が成立するためには, ソ
フトな予算制約を適用する地域の相対的人口規模が十分大きく, なお公共財の相対価格が一
定の範囲内に存在しなければならない。
本報告の分析手法
地域 1の人口規模が地域 2よりも大きいことを想定して, 両地域にハード, あるいはソフ
トな予算制約を適用したケース, さらには, どちらか一方の地域のみにソフトな予算制約,
もう一方をハードな予算制約を適用した 4つのケースを想定している。そのうえで, 4 つの
均衡解を準線形な効用関数に代入して厚生分析を行っている。
本報告における厚生分析の結果
中央政府が地方の財政支出に対して追加的財政支援を行う場合, 相対的に人口規模が大き
い地域のみ支援したとき社会的厚生が最大になる。
支援対象地域の人口比率が十分大きい場合, 中央政府がすべての地域にハードな予算制約
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を適用するよりはその地域にはソフトな予算制約を適用すれば, 社会的厚生はむしろ改善さ
れるような公共財の相対価格の範囲が存在する。
本報告に対するコメント
純粋公共財, 地方公共財の 1単位当たり価格を一定としたうえで, 公共財供給のための
財源は, 人口と 1 個人の所得と定額税となるをそれぞれ乗じたものと仮定されてい
るが, この仮定をもう少し現実的に近づけるべきではないか。
先行研究では, すべての地域を補助する十分な財源を持っていない（地方分権）を想定し
て分析を行っている。それに対して, 本報告では中央政府がある地域のみを支援するという
提案を行っているが, これは地方分権を考慮すると現実的にどのようなものが考えられるの
か。
ハード, あるいはソフトな補助金について, ハードだと補助金がなく, ソフトだとそれが
あるという形で本報告は分析が行われているが, ハードな予算制約でも明確な形で財政援助
は存在するのではないか。
（桃山学院大学経済学部准教授 田代昌孝）
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